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要  旨

 FAS 8が 公表 されて以来,我 が国において も

外貨表示財務諸表の換算問題に関して決算 日

レー ト法 とテンポラル法の比較検討がされてき

た。その後,FAS52が 公表され,そ れまで換算

方法 として論 じられて きたテンポラル法を再測

定法 として位置づけた。 これは,決 算日レー ト

法 とテンポラル法 を同 じ土俵で論 じることがで

きないという見解 を明 らかに した点において外

貨換算会計上重大な意義がある。

 そして,決 算 日レー ト法が換算方法として指

示されようとしている現在,我 が国外貨換算基

準 との違いをあらためて問 うことを本稿の目的

としている。

1.は じめに

 企業内容 開示制度の一環 として連結財務諸表

は昭和52年4月1日 以降に開始する連結会計年

度か ら証券取引法適用企業に導入されて きた

が,米 国基準により作成 されたものと比較 して

必ず しも企業実態 を充分には表示 していないと

いう批判がある(注1)。 そ して,最 近の 日米構i

造協議において,こ れまで個別財務諸表の添付

書類とされて きた連結財務諸表が有価証券報告

書の本体に組み入れられることとな り,益 々日

米間の会計諸基準の違いを検討 しなければなら

ない状況になってきた。 さしあたっての連結財

務諸表の作成,開 示については,従 来米国基準

に準拠 してきた企業は日本基準によらなければ

ならないこととなったのである(注2)。

 そこで,在 外子会社等を連結財務諸表の範囲

に含む企業の多い我が国ではどのような問題が

生じるのであろうか。

 我が国連結財務諸表原則には,在 外子会社等
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に公正妥当と認められる換算の基準に従わなけ

ればならない」と明記している。ここでいう「一

般に公正妥当と認められる換算の基準」とは，

我が国「外貨建取引等会計処理基準」（以下，

外貨換算会計基準という）を指しているものと

考えられるので，必然的に外貨換算会計基準に

おける日米の違いも検討されねばならない。

 我が国外貨換算会計については，外貨換算会

計基準が昭和54年に公表されて以来，数多くの

論文あるいは解説が公表されてきたが，それら

は，主に批判的考察が多く，基準に準拠して作

成された財務諸表が意図している開示内容に関

して，米国基準との比較の見地から充分な吟味

がなされてきたようには思われない。その背景

には，米国財務会計基準審議会（Financia1

Accounting Standards Board，以下，FASBと略

す）の基準書では換算の目的など基準設定まで

の討議経過が詳細に記されているのに対し，我

が国外貨換算会計基準では換算の目的等の基本

問題について明解にされていないという事情も

起因しているように思われる。また，我が国外

貨換算会計基準が提唱した在外子会社の外貨表

示財務諸表の換算方法（以下，修正テンポラル

法という）の論理が理解しにくいこともあげら

れよう。

 そこで本稿ではまず，日米の外貨換算会計基

準のアプローチの違いを確認することから出発

し，その後，日米各々の換算方法に関し検討を

加えていきたい。

皿．日米各基準のアプローチの比較

ユ．FAS52のアプローチ

 FASB基準書第52号「外貨換算」（FASB
Statement No．52，Foreign Currency Translation，

以下，FAS52という）における規定内容と我が

国外貨換算会計基準の内容を比較した場合の

FAS52の特徴の第1は，在外事業体の機能通貨

が海外の通貨か報告通貨かによって会計処理を

区別している点である。第2として，キャッシュ

フローに影響を与えないものは純利益の算定に

含めず，逆に影響を与えるものは損益計算に含

めることとしている点で，特にキャッシュフ

ローの会計思考を重視している点を指摘するこ

とができる。

 まず，第1の特徴については，換算レートの

選択に係る特徴として捉えることができよう。

そこでは，機能通貨（柱3）アプローチという新

たなアプローチを用いて論理展開されており，

結論として決算日レート法を換算方法として提

唱している。すなわち，フロイドが指摘してい

るようにFASBは機能通貨概念を適用すること

によりFAS52の目的を達成しようとしているの
である（柱4）。

 それではFAS52ではいかなる換算の目的を考

慮しているのであろうか。FAS52において明記

している換算の目的（柱5）は

1．レートの変動が企業のキャッシュフロー及

び持分に与えるものと予想される経済効果と首

尾一貫した情報を提供すること。

2．米国で一般に認められた会計原則に従って

機能通貨で測定された各々の連結事業単位の財

（注3）機能通貨についてFAS52では次のように定

 義している。

 「ある事業単位の機能通貨は，当該事業単位が事

 業を行っているもっとも主要な経済環境の通貨で

 ある。通常，事業単位が主として現金を稼得しか

 つ使用している環境の通貨である」（par．5）。具体

 的には，par．6で示しているように，仮に比較的

 自己充足的でかつ自己完結的な事業をある特定の

 国で行っている事業単位の機能通貨は，当該事業

 単位の存在している国の通貨であろう。しかし，

 常に，在外事業単位の機能通貨が当該事業単位で

 所在する国の通貨であるとは限らない。仮に，在

 外企業が親会杜の事業にとって，直接的かつ不可

 欠な部分であったり，親会社の事業の延長に過ぎ

 ない企業の場合には，親会社の通貨が機能通貨と

 なろ。

 実際に機能通貨を決定することはかなり困難な場

 合も有り得ることからFAS52の付録Aには指針が

 示されている。

（柱4） F1oyd A．Beams，Ph．D．“Advanced

 Accounting Third Edition，” Prentice－Ha11．Inc、，

 p．567．1985．

（柱5）FASB Statement No．52，par．4．
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務成績や項目ごとの相互関係を連結財務諸表上

に反映すること

であり，これらの換算の目的に至るまでには上

記以外に次の内容を検討している。すなわち，

換算された外貨額を含む財務諸表は「単一測定

単位」よるか否かという点である。この「単一

測定単位」目的は，FASB意見書第8号（FASB

Statement No．8， Accounting  for the

Trans1ation of Foreign Currency Transactions

andForeignCurrencyFinancia1Statements，以

下，FAS8という）において展開されたテンポ

ラル法の前提である。すなわち，テンポラル法

は，すべての在外事業を親会杜の国内活動の延

長としてとらえ，あらゆる取引が親会社の報告

通貨で行われ，かつ測定されたかのように連結

財務諸表上に反映させるよう会計処理する方法

といえる。

 このテンポラル法の考え方をFAS52では換算

方法として採択しなかったが，この論拠は上で

指摘した特徴の弟2にも関係する。特徴の第2

はいわば換算差額の処理に保っている。すなわ

ち，親会社のキャッシュフローに影響を及ぼす

場合には当期の損益計算に含め，直接関係しな

いケースでは換算調整勘定などの勘定科目で処

理し，当期損益計算には関係させない。FAS52

においても「その（テンポラル法の）（注6）前

提は，実際にはしばしば，在外事業単位の資産・

負債及び事業活動が他の経済環境，他の通貨環

境下に存在し，そのような異なった環境の中で

外貨によるキャッシュフローを発生させたりし

ているという事実を無視している。」唯7）と

批判し，また「在外事業単位が複数の外貨で資

産を取得し，負債を負い，また決済し，その他

の事業活動を行っているという事実をぼかして

しまう。在外事業活動は多くの場合，外貨を使

用して行われており，親会社へのドル送金は，

在外事業単位の生みだした外貨のキャッシュフ

ローの純額に依存しており，その申から親会社

に送金されている」（注8）という事実を指摘し

（注6）筆者による注

（注7）FASB，op．cit．，Par．75．
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て，テンポラル法の前提である換算の目的を採

用しなかった。

 しかしながらその一方で，「すべての在外事

業の事業形態が同一であるとは限らない」（柱9）

として在外事業について大きく二つの分類を認

識して，それぞれの機能通貨を例示している。

 第1の分類は，比較的自己充足的でかつ特定

の国あるいは特定の経済環境のもとで活動して

いる在外事業が含まれる。この申に含まれる企

業の機能通貨は外貨である（注ユ。）。次に，第2

の分類には，主として親会社の事業の直接的か

つ不可分の構成部分であるか，親会杜の活動の

延長であるような在外事業が含まれる。そして，

このような企業の機能通貨は本国通貨が該当す
る（注ユエ）。

 FAS52では外貨が機能通貨のケースは「換算」

 （tranS1atiOn）が必要として，報告通貨が機能

通貨のケースでは「再測定」（remeaSurement）

とよび区別している。FAS8では両方とも換算

方法として論じていたにもかかわらず，換算を

測定領域と明確に切り離している。この点は

FAS52の第3の特徴ということもできよう。

 外貨が機能通貨の場合のみ換算方法とよばな

ければならない理由については，単に換算の目

的に依拠したにすぎないように思われる。仮に，

換算の目的をFAS8のように設定すればテンポ

ラル法も換算方法としてみなされるのであろう

か。FAS52ではなぜ，そのような換算の目的を

設定したのか，その経過が不明確といわざるを

えない。

2．我が国外貨換算会計基準のアプローチ

 我が国外貨換算会計基準の設定については基

準の前文に記されており，外貨建取引等に係る

包括的・一般的な会計処理基準を設定する際の

基本的な考え方を明らかにしている。この中で，

外貨表示財務諸表の換算方法に係る項目として

次の問題点が検討されている。

 （柱8）ibid．

（注9）ibid．，Par．79．

（注ユ0）ibid．，Par．80．

（注ユエ）ibid．，Par．8ユ．
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 （1）決算時の外貨換算に際して，いかなる為

替相場を選択・適用すべきかについては，流

動・非流動法，貨幣・非貨幣法，テンポラル法，

決算日レート法等のうちいずれの方法を採るべ

きか。

 （2）為替相場の変動を企業会計上認識する際

に，当該変動が企業会計に与えた確定的な影響

のみを（為替決済損益として）認識する考え方

と当該変動が企業会計に与えている暫定的な影

響をも（為替換算差額等として）認識する考え

方のうちいずれの考え方を重視すべきか，であ

る。企業会計審議会でこれらの問題を検討した

結果，（1）については次のような考え方を採択し

ている。すなわち，本店及び在外支店の外貨建

又は外貨表示貨幣項目の換算については，貨

幣・非貨幣法に流動・非流動法を加味した考え

方を採択した。また，在外支店のたな卸資産，

有形固定資産等の非貨幣項目の換算に関しては

テンポラル法の考え方を採択し，在外子会社等

の外貨表示財務諸表項目の換算に関してはテン

ポラル法の考え方を一部修正したものを採択し

ている。

 前文にも述べられているように，このような

結論に達するまでには，（2）の問題についても同

時に解決しなければならない。基準では「企業

内容の開示の観点から公表財務諸表において企

業の財務内容の判断に必要なすべての情報の開

示を強調する考え方が高まってきている」とし

て最近の会計思潮を鑑み，伝統的な収益認識基

準に準拠するのではなく開示主義を優先した結

果，為替変動の暫定的な影響をも認識すること

を妥当と結論づけている。その影響額の会計的

性格については，外貨建金銭債権債務の財務諸

表上の位置付け等の問題が今後解決しなければ

ならない課題ではあるが，当該勘定科目から発

生した為替相場変動の影響額を毎期末時に認識

測定することが，現行の会計制度のもとで整合

する処理なのかどうか，また，整合しないとす

れば現行の会計処理牽認める他に解決策がない

のかについて我々は議論を重ねていかねばなら

ないと考える。

 ところで，我が国外貨換算会計基準がFAS52

と比較して異なる点として，外貨換算会計基準

では在外支店と在外子会社の外貨表示財務諸表

の換算方法を区別している点を指摘できる。な

るほど，このように区分した論拠については，

「支店の活動の性格からみて本店との結びつき

一体性が非常に強い」ことが指摘（注ユ2）されて

おり，企業形態に分類している点ではFAS52と

異なるとしても，それらの企業の性格で区別し

ていると捉えることが可能ならば，FAS52と類

似した点として理解できよう二しかしながら，

商法及び税法の適用をうける本支店合併財務諸

表には利益の繰延的な性格のある為替換算調整

勘定という科目で処理することに問題があるこ

とも背景にあるところから，必ずしも在外事業

活動の性格で捉えようとする考え方において一

致しているとはいえない（注ユ3）。

 また，外貨換算会計基準では在外子会社の場

合には，むしろ自己充足的な性格として捉えて

いるので，在外子会社であっても親会社の延長

的な性格の場合の換算処理については選択の余

地を残していない。すなわち，外貨換算会計基

準ではFAS52でいうところの換算方法としては

修正テンポラル法のみが該当することとなる。

この点は日米基準の重要な違いとして捉えなけ

ればならない。

 このように，支店と子会杜の会計処理の区別

は単に適用される法会計制度の問題として理解

するのではなく，FAS52で示した機能通貨アプ

ローチを理解する為にも重要な問題であろう。

ただし，換算方法としてみるのか，再測定方法

としてみるのかの違いは残されている。

 そこで次にそれぞれの換算方法についてみて

いこつ。

皿．換算方法の比較検討

1．FAS52の換算方法

 FAS52では機能通貨が外貨の場合，換算方法

（注12）座談会「新為替換算会計基準の重要問題」，

 企業会計Vo1．3ユ，No．9；p．61．

（柱13）黒沢清稿「外貨建取引等会計処理基準の公

 表にあたって」，企業会計Vo1．31，No．9，p．8、
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として決算日レート法を指示しているが，ここ

で問題になるのは，機能通貨が決定されること

と換算方法の関係である。

 そこでまず，この機能通貨アプローチの基本

的な考え方についてみていこう。

 FAS52によれば，「一般的に，米国企業はそ

の在外事業に対する純投資額の範囲内で為替リ

スクにさらされている」（注ユ4）ことを指摘し，

もう一つの側面として「在外事業単位の財務上

の結果や相互関連性に関係している」（柱15〕こ

とをあげている。例えば日本企業が海外に投資

して会社を設立したとしよう。当該企業が現地

金融機関から借入，商品を購入し，また建物を

建設したと仮定し，決算をむかえたとする。そ

のとき日本企業は（資産総額一負債総額）が為

替リスクにさらされている。すなわち，「事業

単位に対して機能通貨建の収益をうみだす資産

は，同一通貨での支払うべき債務の有効なヘッ

ジングとなりうる」（注ユ6）という考えに基づい

ている。

 また，在外事業の作成する財務諸表は機能通

貨によって測定されており，それらの財務上の

結果あるいは各勘定科目ごとの相互関連性は機

能通貨によって明らかにされるという考えに基

づいているのである。

 外貨が機能通貨の場合は決算日レートで換算

することにより，リスクにさらされている部分

を明確にし，また財務諸表の各項目間の関係も

維持される。いわば，前述した換算の目的から

決算日レート法が導きだされていると解釈でき

る。またFAS52では在外事業活動における機能

通貨を区別することによって異なる会計処理を

指示している。

 まず，外貨が機能通貨となるケースについて

考えてみよう。このとき注意しなければならな

いことは，本国親会社が投資しているケースを

含んで考えることができるのか，あるいは現地

に子会杜が出資したケースでのみ考えていかな

（注14）FASB，op．cit．，par．94．

（注ユ5）ibid．，par．97．

（注16）ibid．，Par．94．
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ければならないのかという点である。仮に本国

親会社が現地子会社を設立するような場合，連

結財務諸表作成において必ず親会社の出資した

時点の為替相場が保ってくること及びその出資

金が貸借対照表の借方資産になんらかの項目で

存在することとなるので，それら資産項目の取

得時め為替相場が係わってくる。そのような

ケースにおける在外子会社の機能通貨は，

FAS52で指摘している「機能通貨が外貨である」

というケースではなく，むしろ「機能通貨が本

国親会社の報告通貨」と考えられる。しかしな

がら，現地に進出した後，数期間もの問，継続

して事業活動が行われている場合において，現

地通貨を機能通貨としているケースはありう

る。あるいは，現地子会社が出資して子会社を

設立するようなケースを前提としているのであ

ろうか，曖味さの残る点である。FAS52におい

ても厳密な規定を提唱しているようでもない。

例えば，機能通貨アプローチに対して「同丁の

状況下で同一の会計処理が行われることがな

い」という批判に対し，FAS52では「時には同

一のように見える状況下であっても異なった方

法で会計処理されるという可能性の有ることを

認める」（注工7）と述べて，それは避けることが

できないリスクとしている。したがって，厳密

には本国通貨が機能通貨として係り合いをもっ

ているとしても実質的な機能通貨が何であるか

という点を重視した基準と解釈できよう。この

ように捉えることを前提にすれば，機能通貨ア

プローチは曖昧な点を残している基準として認

識し，継続適用することによって真実1性の原則

を支えていかなければならないであろう。

 実際，日本倒からの出資割合を例に見た場合，

50％を超える企業の数の割合は，現地法人全体

から見て高い状況である（柱18）。実務上の問題

は，これらの企業の実質的な機能通貨が何かを

見極めて行かねばならないことである。本国通

貨が機能通貨となるようなヶ一スは，特に現地

 （注17）ibid．，par．84．

（注ユ8）通商産業省産業政策局国際企業課編「第ユ8・

ユ9回 我が国企業の海外事業活動」，P．ユ33，ユ990．
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進出の初期段階では多いであろう。他方，．現地  表3

進出が長ければ当然親会社あるいは本国通貨か            B／S ￥

ら切り離された現地志向の活動を行っているで

あろう。この場合の機能通貨は外貨となる。し

たがって，本国親会社が出資している場合にお

いても機能通貨が外貨のケースと本国通貨の

ケースにわけて会計処理を区別しなければなら

ない。

 それでは，各々の換算基準が提唱している換

算方法の概略を理解する為に，次の単純な設例

によって検討してみよう。したがって，各々の

換算差額等の発生要因についてはさらに詳細な

検討が必要であることは了解していただきた

い。

現金      200

商品      200

資本金    400

 この設定だけからは，機能通貨が本国通貨で

あるのか，外貨であるのか明確には判定できな

いように思われる。例えば機能通貨が本国通貨

であるとして処理するのであれば表4のように

なる。

表4

 1期の換算後の貸借対照表は

          B／S ￥

設 例

 日本企業は米国に現金＄4（荘ユ＝￥100）を

出資して決算期末時点に現金酪2，商品路2を

所有しているとする（表1）。この商品は出資

した時点に購入したものとする。決算期末時の

為替相場荘ユ＝￥80とする

現金

高晶

当期損失

ユ60

200

40

資本金    400

P／L        ￥

表1

1期

為替差損 40    当期損失    40

B／S

2期の換算後の貸借対照表，損益計算書は

        P／L         ￥

現金      2

商品      2

資本金

    期首商品

     当期仕入
拡

    為替差損
4

    利益

200

 0

60

50

売上高    2ユO

期末商品   ユ00

B／S        ￥

表2

P／L        拡

現金      350

商品      100

資本金    400

利益     50

期首商品    2

当期仕入    0

利益      2

売上高

期末商品 次に外貨が機能通貨と考えれば表5のように

なる。

B／S        ＄

現金

商品

資本金     4

利益      2

表5

 1期の換算後の貸借対照表は

          B／S ￥

 したがって，1期の換算後の期首貸借対照表

は表3のとおりである。

現金      ユ60

商品      ユ60

換算調整勘定   80

資本金    400



                  自 本

2期の換算後の貸借対照表，損益計算書は

        P／L        ￥

期首商品    160

当期仕入     0

利益      140

B／S

売上高

期末商品

換算調整勘定

2ユ0

70

20

￥

現金      350

商品      70

換算調整勘定  120

資本金    喚。o

利益     140

 F A S52の換算方法において生じる換算調整

勘定の金額についてみると，1期の期首貸借対

照表からも明らかなように，現金荘2は￥200，

商品笠2は￥200であり，期中の取引は何も行

われていないので本来期首のままの財務状態と

なる筈である。しかしながら，為替相場が期首

と期末時では異なることから換算後の財政状態

は表3のように変化する。この変動原因を分析

すると，現金勘定の変動は（100－80）×2によっ

て算定され，また商品勘定の変動も（100－80）

×2によって算定される。すなわち，第1期の

換算後の貸借対照表における換算調整勘定は現

金項目及び商品項目に発生した為替相場の変動

の結果によることが理解できる。

 それでは第2期の換算後の貸借対照表におけ

る換算調整勘定の金額について分析しよう。こ

こで，現金売上の仕訳は

現金   岱3 商品     旺1

商品販売益  岱2

である。借方の現金勘定の＄3うち＄2は商品

販売益という収益に相当し，残り纂1は商品勘

定に投資した額の回収と見ることができる。商

品勘定に投下した時点の金額は￥100であった

ものが，売上時に￥70という金額で回収したと

見ることができる。すなわち，その差額￥30は

為替相場変動にともなう。このように換算調整

勘定の内容は分析される。

 決算日レート法あるいはテンポラル法は，換
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算あるいは再測定というようなよび方は異なっ

ているが，如何なる点が異なるのか。決算日レー

 ト法では，すべての項目に対する為替相場変動

の影響を認識するが，それは親会社のキャッ

シュフローに関係しないことから当期の損益計

算には算入しない。それに対し，再測定を行う

と貨幣項目に及ぼす為替相場変動の影響が認識

され，その金額は当期g損益計算に算入される

こととなる。これらの処理の違いの論点は第ユ

に貨幣項目に生じた為替差損益を当期損益計算

に含めるのか否かという点，第2に商品勘定の

価額はいかなる数値が連結財務諸表上で開示さ

れるべきかという点である。FAS52ではこの

点を，在外企業活動の測定尺度によって区分し，

外貨の場合のみ換算処理としているのである。

その場合，商品勘定は期末時レートで換算され

ることになるので，実際に商品勘定に変化がな

くても，為替相場の変動があれば金額は変化す

るというケースも起こり得る。また，外貨によ

る測定値に決算時のレートを乗じるという意味

不明な手続を行うこととなる。この点はフィー

トをセンチメートルに単位を換算しなおすこと

と根本的に異なっている点が見落とされている

ように思われる。通貨の場合には変換尺度が常

に変動していること及び親会社の財務諸表と結

合された数値としての意味を抜きにして考えて

はならないと考える。

 国際的換算方法として決算日レート法に統一

されつつあるが，単に差額を当期損益計算から

除外するだけでは解決できない問題が残されて

いるように思われる。

2．我が国外貨換算会計基準の換算方法

①在外子会社の外貨表示財務諸表の換算

 F A S52の処理方法の上記具体例において我

が国外貨換算会計基準に準拠した在外子会社の

貸借対照表及び損益計算書は下記のとおりにな

る。

ユ期の貸借対照表は表6のとおりである。
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表6

日米の外貨換算会計基準の比較検討 現行の外貨表示財務諸表の換算基準について

                れまでの議論では差額の会計上の性格が不明確

 B／S      ￥   になっていた。すなわち，テンポラル法の開示

現金      160

商品      200

換算調整勘定   40

資本金    400

 修正テンポラル法では，貨幣項目であっても，

長期と短期で為替レートを区別している。この

点はテンポラル法と異なる点の一つである。ま

た，当期利益及び期末留保利益を決算日レート

で換算する点もテンポラル法とは異なる。そし

て，換算差額は当期損益計算に含めず，為替換

算調整勘定として処理することも特徴であり，

この点F A S52における決算日レート法の処理

に類似している。

 続いて第2期の換算後の貸借対照表及び損益

計算書は表7のとおりである。

表7

P／L        ￥

期首商品    200

当期仕入     0

利益      140

売上高    2ユ0

期末商品   ユ00

換算調整勘定  30

B／S         ￥

現金      350

商品       100

換算調整勘定   90

資本金    400

利益     140

 修正テンポラル法ではテンポラル法と同様に

貨幣項目に及ぼす為替相場変動の影響額を認識

しようとしているが，当該影響額は当期損益計

算には含めない点で異なる。テンポラル法では

在外事業単位が保有する貨幣項目に生じる影響

額を当期損益としているのに対し，修正テンポ

ラル法では除外している。この差額が会計上と

のように定義さ一黷驍ｩが問題となるのである

（注19）。決算日レート法と比較する場合には，

発生する差額が，いかなる勘定科目から発生し

ているのかが必ずしも一致しないことから，こ

しようとする内容と決算日レート法が開示しよ

うとしている内容は明らかに異なっている。そ

こで，論点を明確にしておくことは今後の換算

方法決定において重要である。これまでは，換

算方法としてテンポラル法と決算日レート法の

対立として論争されてきた。しかし，F A S52

で自己充足的な在外企業体を前提に換算方法と

して決算日レート法を捉え，他方，我が国外貨

換算会計基準では自己充足的な在外事業体の換

算方法として修正テンポラル法を捉えたことに

より，これらは同じ土俵で論じることができる。

また，F A S52及び我が国外貨換算会計基準の

両者では親会社の延長としての在外企業体活動

に関する換算方法（F A S52では再測定法とし

ているが）についてはテンポラル法の処理で一

致していると理解できる。ただし，厳密には外

貨建金銭債権債務の換算レートの適用において

若干の違いは残されている。

 このように考察していくと，解決されていな

い問題は自己充足的性格の在外事業活動体の外

貨表示財務諸表の換算法として決算日レート法

か修正テンポラル法のいずれの方法が妥当かと

いう問題として整理できる。

 また，一方で，テンポラル法と修正テンポラ

ル法の開示しようとする内容は概ね同一と理解

できることから，これらの処理についても同時

に検討されねばならない。これらを換算方法と

してみなすか，あるいは再測定方法として論じ

るかは，換算の意義を改めて問うことから別稿

で検討してみたい。

 次に，我が国外貨換算会計基準において例外

的に認められた方法としての決算日レート法に

ついてみてみよう。これは，外貨換算会計基準

注解9において「長期金銭債権債務及び非貨幣

（柱19）ここで発生する為替換算調整勘定の会計的

な性格については拙稿「為替換算調整勘定の発生

メカニズムとその性格」中部大学経営情報学部論

集第5巻第1・2号 1990年12月を参照していた

だきたい。
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性項目の額に重要性がない場合には，すべての

財務諸表項目（資本勘定等を除く。）について

決算時の為替相場による円換算額を付する方法

を適用することができる。この場合において，

換算によって生じた換算差額は，為替換算調整

勘定に計上レ，貸借対照表の資産の部又は負債

の部に記載するものとする。」と規定されてい

る。ここでの処理として考えられるものはF A

S52で示した換算方法のほかに表8の処理があ

り得る。

表8

その①

 ユ期の換算後の貸借対照表は

         B／S
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となる。

 通常の米国企業のアニュアルレポートでは，

売上原価のみが表示されているので，この点は

不明確といわざるをえない。

表9

その②

 1期の換算後の貸借対照表は

         B／S ￥

￥

現金      ユ60

商品      ユ60

換算調整勘定   80

資本金    400

2期の換算後の貸借対照表，損益計算書は

        P／L         ￥

現金      160

商品      160

換算調整勘定   80

資本金
     期首商品
400
     当期仕入

     利益

2期の換算後の貸借対照表，損益計算書は

        P／L         ￥

160

 0

ユ20

売上高    2ユ0

期末商品    70

B／S         ￥

期首商品    140

当期仕入     O

利益      140

売上高    210

期末商品    70

B／S         ￥

現金      350

商品       70

換算調整勘定  ユ00

現金      350

商品       70

換算調整勘定  120

資本金    400

利益     140

 この方法は売上原価の算定において期首商品

の棚卸高について決算時の為替相場を適用して

いる点においてFAS52で示した決算日レート法

とは異なっている。この処理を行ったとすれば，

前期末の商品在高と損益計算書の期首商品棚卸

高は異なる数値となり，財務諸表の期間比較が

不可能となる。しかし，FAS52のように処理し

た場合においても，仮に期首商品棚卸高が蕃1

で，当期仕入高が0，期末商品棚卸高がOのよ

うなケースにおいて，同一商品について異なる

価額が存在しているかのように表示されること

資本金    400

利益     ユ20

 表9の場合には，FAS52の処理と期首商品の

換算後の価額については同様ではあるが，損益

計算書上の利益算定は外貨による測定値に決算

日レートを乗じた数値ではない点がこれまで説

明した決算日レート法とは異なっている。した

がって，それまでの決算日レート法とは異なる

利益額が算定されることとなる。

②在外支店の外貨表示財務諸表の換算

 在外支店の外貨表示財務諸表の換算処理にお

いては，流動・非流動法の考え方を取り入れて

いる点で若干異なるが，基本的にはFAS52にお

いて再測定方法として位置づけられた処理と一

致するので，ここでは具体例については略す。

その性格については，暫定的な為替レート変動

の影響が損益計算に反映されるという我が国外

貨換算会計基準のアプローチにおいて企業会計

審議会の採択した考え方が反映された処理であ
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るといえる。

．なお，長期外貨建金銭債権債務及び非貨幣性

項目の額に重要性がない場合決算日レート法の

適用も例外的に認めていることは在外子会社の

場合と同様である。また，その場合においても，

換算によって生じた差額は当期の為替差損益と

して処理することとしている。

w．おわりに

 これまで，FAS52と我が国外貨換算会計基準

を比較検討した結果は次のように整理できる。

1．FAS52では機能通貨が外貨の場合のみ決算

日レート法を換算方法として指示しており，報

告通貨が機能通貨の場合には再測定方法として

FAS8ていラテンホラル法を示している。また，

外貨が機能通貨となるケースは親会社とは独立

して比較的自己充足的でかつ特定の国あるいは

特定の経済環境下にある在外事業の場合が該当

する。外貨換算会計基準についてみると，在外

企業の形態別に換算方法を指示している点がま

ず異なる。

 この点について見る限り，FAS52は在外企業

活動の質的側面を重視した視点に基本的に立脚

しており，我が国外貨換算基準は在外企業の形

式的側面に視点をおいているように思われる。

この点は，今後，日米の比較をさらに進めてい

くとき検討していきたい。

2．両基準も在外企業ρ性格にしたがって会計

処理を区別しようとしている点は共通している

点として指摘したい。

3．親会社の活動の延長的な活動を行う在外企

業の外貨表示財務諸表の会計処理についてFAS

8ていラテンホラル法の処理で基本的には一致

しているように理解できる。しかしながら，自

己充足的な性格を有する在外企業の外貨表示財

務諸表の換算方法としてはFAS52が決算日レー

ト法を主張しているのに対し，外貨換算基準で

は我が国独自の修正テンポラル法を主張してい

る。

4．換算方法と再測定の違い，換算の目的の比

較等基本的な問題について外貨換算基準では不

明確である。以上のように整理できるが，今後

は自己充足的な性格を有する在外企業のケース

に焦点をあて検討していきたい。




